





































に着目するA・センのような解決策の判定をより重視する立場がある（Williams 2005; Sen 2009）。
（iii.）を掲げる論者は、公共的討議における一参加者として当の規範的問題の解決策をその他の








研究目標であることを明示する（Korsgaard 2008; O’Neill 2003: 348）、（2）解決策の提案は特定
の観点に自覚的に立脚しつつ特定の聴衆を名宛て人としてなされるべきであるとみなす（Rawls 
2005: 116; 福間 2007: 61―3; cf. O’Neill 1986: 46）（6）、（3）判断における考慮事項を構成手続
（constructive procedure）と呼ばれる一連の手続的条件として記述することで判断を他者による
理性的精査に開かれたものにする（Korsgaard 2008）（7）、という三点によって特徴づけられる。
（2） これら三つの目標は筆者が整理したものである。筆者は（岸見 2018; 第1章）で規範理論の方法論争につ
いて詳細に論じた。なお、規範理論の研究目標がこれら三つに汲み尽くされるとは想定していない。
（3） 本稿における構成主義の定義は、J・ロールズとオニールに加えて、C・コースガードとS・ストリートを
参考にしている（Korsgaard 2008; Street 2010）。






















































査に耐えない解決策を拒否するという、消極的な課題である（O’Neill 1986: 146; 1989: 24）。次
項では彼女が提示している理性的精査のための4つの条件を定式化するが、彼女はこれらの条
件は解決策を一意に特定するものではなく、あくまでも望ましい解決策が充たすべき制約条件
であることに自覚的である（O’Neill 1986: 139; 1989: 24; 2000a: 77）。
　オニールは理性的な精査に耐えるような理由づけを「抽象的な（abstract）」理由づけと呼ん
でいる。それに対して彼女は、この手続的な精査を通過しないような誤謬を含む理由づけを「理











（12） こうした状況をオニールは「理由づけの状況」（O’Neill 2013: 222）と呼ぶ。







































































































（O’Neill 1986: 46; 1988: 717―22; 1989: 21, 38）。そのため「討議が必要とされることは、知的な
敗北ではなく、むしろ不可欠な課題である」（O’Neill 1988: 722）。このように望ましい解決策
1996: 105, 114―5）。この点に関するオニールの議論は、社会連接（social connection）モデルとして I.M.ヤン
グに継承された（Young 2000）。
（15） オニール自身は、本文で筆者が定式化した第三の条件は聴衆が多様である場合にはカントの定言命法に
おける普遍的法の形式に一致すると考えている（O’Neill 1996: 56; cf. 1986: 134―5; 1988: 718―9; 1989: 27, 
215）。
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